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総務省自治財政局公営企業経営室

水道事業の広域化に関する支援施策

資料２



財政措置の対象 財政措置の内容 補助／単独

（１）消火栓維持管理・設置費 公共消防のための消火栓設置及び管理等に要する経費 全額繰出、消防費の単位費用に算入 ー

（２）高料金対策 自然条件等により建設改良費が割高のため資本費が高額となり、高水準の料金設
定をせざるを得ない事業について、料金格差の縮小に資するための資本費の一部

資本費が全国平均の２倍を超える部分を全額繰出、80％交付税
措置 ー

（３）簡易水道建設改良費
 統合水道建設改良費

【簡易水道事業を上水道事業に統合した際
の措置】

経営基盤の強化及び資本費負担の軽減を図るため、（事業統合前の）簡易水道
事業に係る建設改良のために発行された企業債、及び事業統合後に実施する建設
改良のために発行された企業債の元利償還金の一部

（統合前）簡水建設改良費
 元利償還金の55％繰出（元利償還補助）、交付税措置100％
（統合後）統合水道建設改良費
 元利償還金の1/2繰出（元利償還補助）、交付税措置50％

補助・単独

（４）その他建設改良費

①広域化対策
国庫補助対象事業及び都道府県の策定する「水道基盤強化計画」※１に基づき実
施される連絡管等の整備、集中監視施設の整備、統合浄水場等の整備及びシステ
ムの統合等、広域化に伴い必要となる地方単独事業に要する経費

1/2繰出（出資）、交付税措置60％ 補助・単独

②管路耐震化（一般・特別対策分・重
点対策分）

前年度末時点で経営戦略を策定している末端給水事業者・用水供給事業者が実
施する水道管路の耐震化の上積み分に要する経費

1/4繰出（出資）、交付税措置50％
1/2※２繰出（出資）、交付税措置50％ 補助・単独

③基幹水道構造物耐震化 浄水場、配水池等の基幹水道構造物の耐震化事業に要する経費 1/4繰出（出資）、交付税措置50％ 補助・単独

④上水道安全対策 災害対策（相互連絡管等）、土砂・浸水災害対策、水質安全対策に要する経費 1/2繰出（出資）、交付税措置50％ 補助・単独

⑤防災対策 水道施設が被災した際の応急給水設備（給水車・防災用井戸・可搬式浄水設
備）の整備に要する経費 1/2繰出（元利償還補助）、交付税措置70％※３ 補助・単独

⑥水源開発対策 国庫補助の対象となったダム等の水道水源施設に係る建設改良費 1/3繰出（出資）、交付税措置50％ 補助

⑦未普及地域解消 国庫補助の対象となった未普及地域解消に資する施設に係る建設改良費 1/3繰出（出資）、交付税措置50％ 補助

水道事業に係る地方財政措置
○ 水道事業においては、建設改良に要する経費に対する一般会計からの繰出措置は(３)(４)を除き原則として講じていない。
○ 資本費が著しく高額となっている事業については、料金格差の縮小のため、(２)高料金対策を措置。

※１ R12までは「水道広域化推進プラン」でも可。
※２ 一定の経営努力を前提とした上で、経営条件の厳しい団体について特別対策分として1/2に拡充。また、事故発生時に社会的影響が大きい管路について更新を推進するため、
重点対策分として1/2に拡充。

※３ 国庫補助事業にあっては50％。
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（国庫補助対象事業）

（地方単独事業）

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 地方負担額の1/2 地方負担額の1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

国庫補助金 一般会計出資 水道事業債

1/2 1/2

　　一般会計出資債の元利償還金

　　について60％を普通交付税措置

地方負担額

一般会計出資 水道事業債

水道広域化に関する事業に係る地方財政措置 【上水】

【地方財政措置の概要】＜国庫補助対象事業及び地方単独事業が対象＞
多様な広域化を推進するため、国庫補助対象事業及び都道府県の策定する「水道基盤強化計画」（※）に基づき実施される連絡
管等の整備、集中監視施設の整備、統合浄水場等の整備及びシステムの統合等、広域化に伴い必要となる地方単独事業に要す
る経費の一部に対して地方財政措置を講ずるもの。
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※R12までは「水道広域化推進プラン」でも可

（地方財政措置の対象となる広域化のイメージ図）

事業統合

統合度

給
水
人
口

浄水場の共同設置
（例：大牟田市・荒尾市）

浄水場の共同利用
（例：周南市・光市）

システムの共同利用
(例：須崎市・四万十市・中土佐町)

国庫補助対象
（水道広域連携推進事業）

地財措置対象

10万人未満                    10万人以上

施設の
共同設置等

事務の
広域的処理

事業統合
（例：香川県、北九州市）

経営の一体化
（例：広島県、大阪府）

事業統合
（例：柏崎市）

（２以上の市町村による広域化）

経営の一体化



○ 人口減少下において、地方公共団体における人手不足等の資源制約や、施設の老朽化に伴う更新需要の増大等の問題が深刻化しており、
中長期的な見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行っていく必要性が高まっている。
○ しかしながら、地方公共団体においては、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が十分に蓄積されていない場合が多く、小規模
市町村を中心として、取組の推進に困難を伴っている団体もあるところ 。

           地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体金融機構の共同事業
         として、地方公共団体の要請に応じてアドバイザーを派遣。

＜ポイント＞OB、公認会計士、学識経験者等の専門的な人材が務め、それぞれの団体が選択
① アドバイザーは、自治体職員・OB、公認会計士、学識経験者等の専門的な人材が務め、それぞれの団体が選択。
② アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体における予算計上不要（地方公共団体金融機構が負担） 。て

事業概要（支援分野）

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革
・ ＤＸ・ＧＸの取組
・ 経営戦略の改定・経営改善
・ 公立病院経営強化プランの改定・経営強化の取組
・ 上下水道の広域化等
・ 第三セクター等の経営健全化
○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備・活用
○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行
○ 地方公共団体のＤＸ（消防防災ＤＸを含む）
○ 地方公共団体のＧＸ
○ 地方公共団体間の広域連携
○ 地方税務行政のDX等
○ 地方創生の取組
○ 首長・管理者向けトップセミナー

事業実績
Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

（Ｒ8.1.13時点）

555 723 929 1,131 1,406

※地方公共団体からの申請件数

水道事業：１３９件
下水道事業：１８０件

令和８年度「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」
～ 総務省と地方公共団体金融機構の共同事業 ～
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水道施設の最適配置等支援モデル事業について
○ 広域化は実現まで一定の時間を要することから、検討の加速化が必要であり、まずは、都道府県のリーダーシップの下、「水道広域化
推進プラン」等を踏まえた施設の最適配置等の具体化について検討していくことが重要。

○ このため、水道施設の最適配置等の具体化について検討を行う都道府県を支援することを目的に、総務省及び地方公共団体金融
機構の共同事業として、令和８年度から「水道施設の最適配置等支援モデル事業」を新たに実施し、他の自治体への横展開を図る。
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１．支援対象 水道事業の広域化に向けて、施設の最適配置等の具体化について検討を行う都道府県

２．支援内容 機構が委託する専門的な知識等を有する事業者が、以下の取組について、必要な支援を実施
① 都道府県内の現有水道施設の状況把握に関すること(必要に応じ小規模事業体のアセットマネジメント等の支援を含む)
② 都道府県内の水道施設に関する課題抽出及び共有に関すること
③ 事業費規模や活用可能な国庫補助等を踏まえた、施設の最適配置シミュレーションの実施に関すること
④ 地域の状況に応じた分散型システムの導入に関すること
⑤ その他①から④に付随すること

３．費用負担 モデル事業の対象として選定されたモデル団体においては、本事業に係る費用負担なし

総務省

地方公共団体金融機構委託事業者等

モデル事業実施団体
（都道府県）

事業委託契約

相談・支援

技術的知見に
基づく助言

連携・協力全体管理
事業実施支援相談・支援

事例紹介、横展開

他の自治体

事業スキーム（イメージ）



６月 ７月 ８月 ９月 10月 ~3月

5

水道施設の最適配置等支援モデル事業について

令和８年度スケジュール（予定）

モ
デ
ル
団
体
の
応
募

モ
デ
ル
団
体
の
決
定

選考 委託事業者の決定
実施準備 事業実施

８
事
業
の
と
り
ま
と
め

R
モ
デ
ル
事
業
開
始

令和８年度モデル団体：徳島県
≪本モデル事業を通じて目指すこと≫
 現行の「徳島県水道広域化推進プラン」を基本とした広域化の枠組みを維持しつつも、
エリアの広大さや地域特性（沿岸・山間部）に応じた課題に対応するため、国の方針で
ある『集約型・分散型』のベストミックスを取り入れた『徳島モデル』へとプランを最適化
(1)最適配置計画案の作成と業務の集約化：

 ・ 全県域を対象に「施設の最適配置計画案」を作成
(2)重点地区の設定と先行モデルの試行：
 ・ 最適配置計画を踏まえ、「沿岸部」や「山間部」を重点地区として設定

 ・ 重点地区の中から「先行モデル」を選定、集中的な対策を試行的に実施
(3)成功事例の横展開
 ・ 試行により得られた成功事例を県下に横展開し、「広域化」を推進

※ 事業の実施期間については、モデル団体の状況に
応じて総務省及び機構の間で協議の上、決定

事業者名 徳島県

水
道
事
業
者
等
の
情
報

現在給水人口(万人) 66

事
業
数

用水供給事業（事業） 0

上水道事業（事業） 18

簡易水道事業（事業） 37

日最大給水量（㎥／日程度） 315,595

管
理
施
設
数

水源(取水施設)(箇所) 228

貯水施設(箇所) 18

浄水施設(箇所) 142

配水池(箇所) 610

総管路延長(km) 6,766
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水道の広域連携に関する国庫補助制度

水道事業運営基盤強化推進事業
 防災・安全交付金により、広域連携に伴い必要となる施設等の整備事業等を補助

- 水道広域連携推進事業：（個別補助において、水道広域連携推進事業も同様にあり。）
○補助対象：事業運営の一体化（事業統合又は経営の一体化）の開始又は開始後の運営基盤
強化のために必要な施設、設備、事務関係システム等の整備や更新等

○国費率：１／３ （離島・奄美は１／２）
○補助要件：
・水道基盤強化計画に基づく圏域における事業であること。（R12以前に開始する場合は除く）
・市町村域を越えて２以上の事業運営の一体化であること。
・計画区域内の給水人口が原則10万人以上（1万人未満の水道事業を含む場合は５万人以上）
・補助事業開始後５年以内に事業運営の一体化を実現すること。
・全体計画は原則10年間

- 水道基盤強化計画策定事業：
○補助対象：「水道基盤強化計画」等の策定等に関する経費
○国費率：１／２
○補助要件：
・都道府県が実施する「水道基盤強化計画」等の策定等の事業であること。

- 水道施設DX推進事業：
○補助対象：DX導入のための委託費等
○国費率：１／３
○補助要件：
・広域化を検討している協議会等に参加している水道事業者等
・次のいずれかに該当
①水道施設台帳のクラウド化 ②市町村区域を超えて実施するデジタル技術による点検・調査
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水道の広域連携に関する国庫補助制度

水道事業運営基盤強化推進事業
 防災・安全交付金により、広域連携に伴い必要となる施設等の整備事業等を補助

- 水道施設再編推進事業：

○補助対象：
①浄水施設、送配水施設及びこれらの施設と密接な関連を有する施設（管路は除く）
②上流からの取水によるCO2削減量のシミュレーションや施設計画などにかかる調査検討費
③取水施設、導水施設

○国費率：１／３ （離島・奄美は１／２）

○補助要件：次のいずれかに該当すること
① 配水池及び浄水場等の統合整備を行う事業 （以下のア及びイに該当）
② CO2削減量のシミュレーションや施設計画などに係る調査検討事業
③ 取水位置を上流に移転する際の取水施設、導水施設の整備を行う事業（以下のアウエに該当）
ア 資本単価が水道事業で90円/㎥以上、水道用水供給事業で70円/㎥以上
イ 公表された施設整備計画に基づき、同一系統において３施設以上の廃止を伴う統廃合
ウ 施設再編後の温室効果ガス排出量を既存の20％以上削減
エ 同一系統において、脱炭素化推進に向けて取水位置の上流化を実施
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